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油含有土壌の低温加熱浄化技術は，基礎技術の検証から始まりシステム設計の改善を経て，定置式浄化事

業の実用的な事業化計画から，操業運転に至るまでの経過を経て確立された．アスファルト合材プラントを

原型として，浄化技術開発に着手し，油含有土壌の浄化専用技術の開発から事業化に至るテクノロジーイノ

ベーションの経緯について報告する． 

 

キーワード：低温加熱，油含有土壌，定置式浄化事業所，浄化専用システム，乾燥ドラム， 

改善，パラレルフロー方式，全石油系炭化水素，赤外分光法，油膜，油臭 

 

１．はじめに 

 

本書は,油含有土壌の低温加熱浄化処理の技術開

発から,定置式浄化事業所の創業・事業展開に至るま

での事業化計画について述べるものである． 

試作装置を用いての浄化性状の把握・浄化特性の

検証・浄化システムの改善・事業化様式の選定・事

業計画の立案・事業所建設・操業運転に至るまでの

7 つのステップから成る「低温加熱技術開発・事業

化プログラム」への取り組みについて報告する． 

 

 

２．低温加熱浄化の基本技術 

 

油含有土壌の低温加熱浄化技術は,アスファルト 

合材製造プロセスの低温加熱技術を基本として，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-１ 定置式浄化施設全景 

 

試作装置による浄化性状とシステムの検証を行い，

得られた知見に基づいて，油含有土壌浄化専用シス

テムとして処理技術を確立した． 

      
-1-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①技術開発によって確立された低温加熱処理技術は， 

図-１の基本システムフローに示すように，油含有

土壌を乾燥ドラム（ロータリーキルン）に投入し

て 200℃から 300℃に加熱することにより，揮発性

の油成分を土粒子から分離するもので，浄化土壌

は埋め戻し用土壌等として再利用が可能である．

土粒子から分離された排ガス中の油分は，ガス分

解塔にて熱分解されて除塵後大気放散される． 

②油含有土壌から油分を揮発・分離させる乾燥ドラ

ム内部の最適な土壌温度の設定に当たっては，試

作装置を用いて土壌温度を 150℃から 350℃まで

50℃づつ温度を変えて浄化実験を行った．200～

250℃前後では灯油・軽油等の軽質油が揮発・分離

し，250～300℃前後では，機械油や重油類の揮発・

分離に最適な温度帯であることが検証できた． 

土壌温度が 200℃以下であれば，油分の分離効率

が悪く，また 300℃以上の温度に加熱すれば，土粒

子の性状が，本来の土の性状から変質して焼成材

料のような性状を呈してくることが分かった．こ

のような検証結果から，土壌の加熱温度を設定し

て，土壌としての基本性状を変えることなく、油

分を分離・分解することによって，土壌を浄化し

てリサイクル利用が可能な技術として確立した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-２ 乾燥ドラム内部回転状況図 

 

 

③乾燥ドラムの構造は，単一ドラム内で直接的に熱 

交換が可能なように，「直接加熱方式」を採用した．

土壌と火炎が直接接触することを避けるためには，

二重ドラム式の「間接加熱方式」があるが，経済

性の観点から，「直接加熱方式」を採用し，ドラム

内では，放射する火炎の位置に，土壌が直接接触

しないように配慮が成されている． 

④乾燥ドラム内の,油含有土壌の投入方向と加熱用

火炎放射の方向については，乾燥ドラムの両端部

から各々向かい合って交差するように投入・放射

図-1 低温加熱浄化システムの基本システムフロー図
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する「カウンターフロー方式」と，両者が同一方

向からとした「パラレルフロー方式」の二つの方

式があるが，より長く土壌と火炎が熱交換できる

ように，火炎と土壌の移動方向が同じ方向である

「パラレルフロー方式」を採用した． 

⑤セメント製造用のロータリーキリンの回転数は、

概ね 3 回／分であるのに対して，当該乾燥ドラム

の回転数は，10 回／分の回転数を設定した. 

これは，浄化土壌をリサイクル利用するにあた

り，ドラム回転数が小さいと局所的に火炎によっ

て高温焼成されて，土粒子性状が変質する可能性

が高くなることが懸念されたため，均等に熱交換

されるように回転数を大きく設定している. 

⑥このような知見から，直接加熱方式の乾燥ドラム

で，パラレルフロー方式の加熱様式を採用し，土

壌温度 200～300℃の低温加熱浄化技術が確立さ

れた． 

⑦乾燥ドラムによる低温加熱処理技術の浄化特性は，

含有物質である油類の種類と土質性状と含水量

等のパラメーターの組み合わせに応じて著しく

異なることから，実際の油含有土壌の性状に応じ

た浄化処理条件の設定手法が事業技術上のノウ

ハウになる． 

 

 

３．技術開発と事業化プログラム 

 

① 低温加熱浄化技術の開発から事業化までは,  

図-3の「低温加熱技術開発・事業化プログラム

フロー」に示す 7 つのステップから構成される

事業プログラムによって計画・遂行された. 

② 当該プログラムは，ステップ 1～3 までの浄化性

状等の基本技術特性の検証、プロセス設計計画等

の「浄化技術開発段階」と，ステップ 4～5 の事

業形式の検討，事業場所の選定等の「浄化事業計

画段階」と，ステップ 6～7 の「浄化事業実施段

階」の 3段階のサブプログラムから成り，技術開

発から事業化までの全体プログラムとして編成

された． 

 

開始 

 

ステップ 1 人工含油土壌で基礎性状検証実験（2000 年度）

・低温加熱浄化技術の基礎的な技術検証を目的に,５社共同企

業体の編成により大型試作装置を購入して当該技術の基礎

実証実験を行い,軽質油含有土壌への基本的な適用性の検証

を行い良好な成果が得られた. 

 

 

 

 

 

 

 

終了 

図-3 低温加熱技術開発・事業化プログラムフロー図 

ステップ 2 実際の含油土壌で浄化実証実験（2001 年度）

・実際の油含有土壌による浄化性状の検証と,高濃度重質油含有

土壌への適用性の限界を検証するために,２社共同企業体編

成で,実際の広域大規模汚染サイトにおいて試作装置により

浄化実証実験を行いシステム改造設計上の貴重な情報を収集

することができた. 

ステップ 3 低温加熱浄化システムの改善設計（2002 年度）

・実規模の 2つの浄化実験を通して得られた知見により,試作装

置では浄化性能に多くの課題が確認されたことから,３社共

同企業体で,油含有土壌の専用浄化装置に特化したシステム

へと「改善設計」を行った. 

・重質系油含有土壌の長時間継続処理が可能な方法,ダストの適
切処理方法,また余熱の有効利用方法等を新規導入し油含有
土壌に特化した土壌浄化システムの設計が完成した. 

ステップ 4 オンサイト/オフサイト事業化形式の選定検討

（2003 年度）

・油含有土壌の浄化事業化の計画に先立ち,３社共同企業体で浄

化装置を汚染サイトに搬入し現地浄化する「オンサイト工事

方式」か,あるいは浄化装置を特定敷地内に設置して浄化事業

を展開する「オフサイト定置方式」を選択するかを検討した.

・市場調査の結果,小規模油含有土壌の営業案件は,継続的に多

いという出件特性に鑑みて,「定置式浄化事業モデル」の採用

を決定した. 

ステップ 5 定置式浄化事業所の事業立地計画（2003 年度）

・関東地区から５～６箇所の候補サイトを抽出し,３社共同企業

体で定置式事業の候補サイトでの費用便益分析を行った. 

・その結果,都市部集中発生特性,事業総予算の制約、浄化土壌

の最終処分先等を勘案して,栃木県佐野市付近の砕石採取事

業所内に,浄化サイトの選定を行った.当該サイトにて損益分

岐点分析から,将来の投資回収見込みを算出して浄化工場建

設計画を決定した. 

ステップ 6 定置式浄化事業所の設計・建設（2004 年度）

・定置式浄化事業所は,3 社共同企業体により,ソイルリサイク

ルセンター関東栃木工場として,広域ストックヤードを付帯す

る施設として設計・建設された. 

ステップ 7 定置式浄化事業所の操業運転（2004 年度～）

・2004 年 7 月に 3 社共同企業体により開所式を行い,低温加熱

浄化事業が操業運転を開始した. 
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砂＊砕石骨材投入 

乾燥ドラム 
加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ合材 

排風機 

投入ホッパ 

プラント本体 
篩・計量器 
混合ミキサー 

ホットエレベータ 

乾燥ガスバグフィルタ

サイクロン 
ｱｽﾌｧﾙﾄ 

石 粉 

販売出荷 

 
 

4. 

4.浄化技術開発 

 

油含有土壌の低温加熱浄化技術は，図-4に示すよ 

うに，アスファルト合材の低温加熱処理プラントの 

浄化技術モデル 1のプロセスフローを基本として， 

浄化技術モデル 2の試作装置によって実証検証され 

た知見を得て，システム改善を通して，浄化技術 

モデル 3の浄化装置の開発に至った. 

 

（1）浄化技術モデル 1（合材装置） 

アスファルト舗装に用いる合材プラントのシステ

ムフローを図-5 に示す.アスファルト合材プラン

トのシステムフローの特徴は，次のような点である． 

①骨材(砕石・砂)の定量切り出し，乾燥ドラムによ

る加熱乾燥 

②加熱骨材(砕石・砂) ，加熱アスファルトのストッ

ク・計量・供給 

③混合装置(ミキサー)及びアスファルト合材の製品

貯蔵・積込み 

④排気ガスダスト集塵・ダスト還元再利用 

 

（2）浄化技術モデル 2（試作装置） 

合材プラントに脱臭炉(ガス分解塔)を搭載して乾 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 合材プラントシステムフロー図 (浄化技術モデル１)

 

    図-4 浄化技術改善モデルフロー図 

 

燥ガス中の炭化水素を酸化分解するプロセスを付加

することによって，低温加熱浄化試作プロセスとし

た．図-6に，試作装置のシステムフローを示す． 

浄化技術モデル 1からモデル 2への改造点は次のよ

うな点である． 

①骨材スットック・混合装置・アスファルト供給装

置を省く 

②ガス分解塔を搭載し、揮散油分ガスを熱分解する 

③加水装置を搭載し、絶乾状態の浄化土に加水し含

水比調整する 
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（3）浄化技術モデル 3（浄化装置） 

試作装置を用いて実際の油含有土壌の浄化実験を

行った結果，油含有土壌の専用浄化システムとして

の欠点が多く実証検証された.これらの知見を元に，

継続的に浄化が可能なシステムを設計した.図-７に

改善モデルのシステムフローを示す.浄化技術モデ

ル2からモデル3への改造点は次のような点である. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図-6 試作装置システムフロー図 (浄化技術モデル2)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 図-7 浄化プラントシステムフロー図 (浄化技術モデル 3) 

①乾燥ドラムの土壌投入と火炎放射の方向を，カウ

ンターフロー方式からパラレルフロー方式に変更

した． 

②乾燥ガス処理のプロセス設計を変更し，ガス分解

塔の後ろにガス冷却塔を設けて，その後ろに集塵

バグフィルターを配置した． 

③浄化土壌貯蔵ビンを設け，余熱の有効利用を図っ

た． 
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（4）浄化モデルの改善プロセス 

① 実証実験の結果に基づき，3 段階のプロセス

フローの改善を通して，油含有土壌の浄化技

術は，専用技術へと特化して確立した. 

② システムフローの変遷で，当初の合材装置か

ら最終の浄化装置まで適用された装置は，材

料投入ホッパ，乾燥ドラムの火炎バーナー，

集塵装置だけであり，他の装置は全て新規装

置の投入となった. 

③ 土壌処理装置としては，冷却ドラムの搭載と，

乾燥ドラムのパラレル方式への変更が挙げら

れる.乾燥ガスの処理装置としては，乾式サイ

クロン，ガス分解塔，ガス冷却塔，バグフィ

ルターの設置等のプロセスが改善された. 

④ このように，合材装置から試作装置を経て浄

化装置は，油含有土壌の浄化専用装置として

浄化システムが確立した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 浄化事業計画 

 

(1)定置式浄化事業所の事業化計画 

栃木県内の採石場の敷地内に定置式浄化事業

所を設置する計画とし，次のような条件設定によ

って事業化計画の検討を行った. 

① 需要動向を把握するための市場調査を行い，

想定需要量を 20,000ｔ/年と設定した. 

② 浄化装置の設計処理能力の設定は，想定需要

量の 2倍を見込んで，20ｔ/ｈの設計浄化能力

を持つ装置として設計した. 

③ 事業予算は，建設総予算と単年度毎の操業予

算（固定費と変動費）を積算した. 

④ 浄化施設の減価償却年数の妥当性は，広義な

損益分岐点分析を行い，2006 年 3 月からの減

損会計施行に伴い，財務上の健全性を確保で

きるように配慮して，設計需要量をもって達

成可能なことを検証した. 

⑤ 2010 年までの 6年間の単年度毎の収益性（受

注見込み額，必要費用，予想利益額等）を事

業化計画で策定した. 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 低温加熱浄化システムの改善プロセス変遷図 
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（2）浄化事業所の諸元設定 

これらの事業化計画の枠組みに基づき，定置式浄

化事業所を次のように設定した. 

①名  称：ソイルリサイクルセンター 

関東栃木工場 

②場  所：栃木県佐野市韮川町 603-1 

③内  容：定置式の低温加熱処理専用施設によ

る油含有土壤の浄化処理事業 

④対象物質：燃料油等（ガソリン，灯油，軽油，

重油）を含む土壌，ベンゼン，切削

油など低温加熱で分離できる油分

を含む土壌 

⑤仮置能力：2000～3000 ㎥ 

⑥浄化能力：10～30 ㌧／ｈ 

⑦浄化土壌埋立容量：100 万㎥以上 

 

 

6. 浄化事業実施 

 

低温加熱浄化技術を利用した定置式浄化事業

所の建設竣工時のプラント全景を写真-2 に示す.

操業運転を開始してから，約 3年の時間が経過し

て浄化事業は，順調に進捗している.浄化土壌は

写真-3 に示す採石場の跡地に良質土として埋め

立てられている. 

当該事業所における浄化事業の品質管理，浄化

実績等について以下に示す. 

 

（１） 浄化土壌の品質管理手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真-2 主要装置全景 写真-3 浄化土壌の埋め立て用採石場全景 
 

定置式浄化事業所の油含有土壌は,次の様な受け

入れ条件で，浄化品質の保証体制を設けている. 

 

a)油含有土壌受け入れ基準 

①油分・ベンゼン以外の特定有害物質を含まない 

②廃棄物処理法に基づく産業廃棄物でないこと 

③油分の含有量が５％未満であること 

④土壌汚染対策法における「指定区域」以外の土

壌であること 

⑤県条例に基づく土砂搬入規制と手続を行う 

b)処理基準・処理要領 

①前処理として異物の篩い分け，含水比の高い土

壌は水分調整を行う 

②土質・油種・油量により土壌の加熱温度を 200

～300℃の間で調整する 

③処理後 100 ㎥毎に浄化の確認を行う 

（油臭・油膜の無いこと） 

④油臭：官能検査 油膜：水浸、目視  

⑤浄化基準：1000ppm 以下 

⑥油分量を自社計測するが，必要に応じ，第三者

試験証明を発行する 

c)油分分析方法 

①抽出方法 振とう攪拌抽出法 

②溶  媒 Ｈ９９７フロン系 

③分析方法 赤外分光（ＩＲ）法 

 

（２）浄化性状実績 

 油含有土壌と浄化後の土壌の油分含有量の分析結

果を図-9に示す.一般的な浄化傾向としては乾燥し 
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図-9  浄化効果実験結果（濃度―土質） 

 
た砂質土では最もエネルギー効率が高く，含水量が

高い粘性土の場合には，最もエネルギー効率が低い.

また，重質系の油分があれば，浄化効率は低く，軽

質系の油分に対しては，浄化効果は高い傾向にある.

当該定置式事業所の浄化実績では，全石油系炭化水

素 TPH の分析結果で， 1000 ㎎／㎏を下回る浄化結

果が得られている. 
 

（３）浄化処理数量実績 

a)定置式事業所での浄化実績 

平成 16 年 7 月の操業開始以来，図-10に示すよ

うに，平成 19 年 3 月までの 2 年半に，受注件数

34 件，約 6万 7 千トンの浄化処理を行った. 

 

７．技術開発の将来展望 

 

① 当該低温加熱システムは，油含有土壌を油  

（重油）を燃料として土壌浄化するシステムで

あり，環境配慮上改良すべき課題がここにある.

すなわち現状の浄化装置は，燃料を燃やすこと

によってCO2を発生させ，土壌から分離させた乾

燥ガス中の油分を加熱して酸化分解することに

よって，更にCO2を発生させることになり，二重

に地球温暖化ガスを発生させるシステムである

ということが言える. 

② このように，大量のCO2を発生させる低温加熱 

システムの現状を踏まえて，循環型社会を目指 

 

 

 

 

 

 

 

        

      図-10 定置式浄化事業所の浄化実績(累計) 
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した環境配慮モデルのシステム設計が望まれる. 

 乾燥ドラムに送られる火炎の熱源として，現在

用いられている重油燃料による火炎に加えて，廃

タイヤチップや廃木材チップ等の循環資源を燃料

とした熱供給源を搭載して，燃焼システムに循環

型資源を加えることによって，浄化土壌の再利用

が可能な環境配慮システムの設計手法を確立すべ

く，今後の研究開発が期待される. 

③ 環境配慮型低温加熱浄化システムフローの設計

に当たっては，循環資源の燃焼効率が不安定で，

火炎のエネルギー量にバラツキが生じることが

予見されるので，均一な熱エネルギー供給のコン

トロールシステムの考案が必須要件である. 

 

 

8.おわりに 

 

油含有土壌の低温加熱浄化技術の技術開発から

事業化に至るまでの経緯と今後の展望について述べ

た.我が国では前例の無い油含有土壌の低温加熱浄

化技術の開発と事業化への取り組みであったために，

基礎研究に着手してから通算７年間に渡り，その間

に大きな社会経済市場動向の変遷を受けながらも，

技術の改善を積み重ねて，着実な知識の集積を通し

て当該技術の実用化に至った. 

これまでにご支援を頂いた多くの企業と関係者

各位には，今後も共に研鑽を積む良きパートナーと

してご指導を頂くことを祈念し，この場をお借りし

て厚く感謝を申し上げる.                  
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